
第3章　多国籍資源企業の出現と世界展開

はじめに

ブラジルは改めて指摘するまでもなく、歴史上常に「資源国」でありつづけてきた。15世

紀の末、当時の海洋国家ポルトガルがブラジルを植民地として発見・海外領地として編入した

のも、キリスト教の布教に加えて、ヨーロッパ市場を潤す金銀および熱帯農産物の存在が期待

されてのことであった。金銀の発見こそは、スペイン領新大陸に遅れること1世紀半経った17

世紀末を待たなければならなかったが、それまでは世界有数の蔗糖（砂糖）生産地域として宗

主国ポルトガルはもとより、産業革命を控えたオランダやイギリスを潤した。ブラジルは、

18世紀の金の時代を経て19世紀半ばからはコーヒーの一大生産国になる。さらに世界の工業

化に伴って天然ゴムや鉄・非鉄金属の供給地となった。

「資源国」であることの重要性は、ブラジルが工業化の時代を迎えた後も増すことはあって

も減ずることはなかった。1930年代初めの世界大恐慌から同国がいち早く立ち上がることが

できたのは国内産業育成に振り向ける原資を資源がらみの地主階層が有していたことを一因と

して指摘できるし、その後の半世紀に及んだ長期の輸入代替工業化（ISI）路線の堅持は、一

次産品輸出経済による支えを抜きには語ることができない。国力を大幅に上回る対外借款取り

入れの口実として、資源の豊富さが貸し手・借り手の双方によってリスク回避の説明要因とし

て、体よく使われてきた時代もあったのである。

日本との関係においては、1962年に締結した、期間15年、総量5000万トンに上る鉄鉱石の

長期売買契約を忘れることができない。この契約によって、第二次世界大戦後、製鉄産業再興

中にあった日本にとっては原料の安定供給元を確保したばかりか、資源国ブラジルにとっても

初の安定的な輸出市場確保となり、鉱業の計画的発展の素地をつくったのである。1962年に

第一高炉の火入れとなった日本・ブラジル合弁のウジミナス製鉄所もまた、同国中央高原部の

豊富な製鉄資源を前提として成り立った戦後最初の“ナショナル・プロジェクト”であった。

その製品（鋼材）はブラジル市場への供給が主で日本への供給が目的ではなかったが、その後

建設されたペレット工場のNibrasco、製鉄半製品スラブのCST（ツバロン製鉄）、アルミ地金

のAlbrasはいずれも対日輸出を念頭において計画された。

豊富な「資源」は、移民であれ、（多国籍）企業であれ、ローンやファンド等の外国資金で

あれ、「外」の力（パワー）をブラジル国内に引きつける要素となってきた。その意味でブラ

ジルは資源を活かしながら優れて「内なる国際化」を果たしつつ発展してきた国といえる。し

かし、21 世紀に入ると、とりわけ第一次ルーラ政権が発足した 2003 年以降、ブラジルは、

「資源国」として外資を引き付けるその行動様式は保持しつつ、さらにもう一段、自らも他の
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市場に乗り込む姿勢を積極化させたように見受けられる。すなわち、外のパワーを単に国内に

取り込むことだけに留まらずに、「外へ」と自らを打ち出すパワーとして「資源」をより積極

的に活用しようとする姿勢が明確に現れ始めた。この変化は、「資源国」として「内なる国際

化」から「外への国際化」へとパラダイムシフトが起こりつつあると表現することもできよう。

その担い手となっているのが、まさしく本章が取り上げるブラジルの「企業」である。

2008年 9月のリーマン・ショックに端を発する同年第4四半期（10月－12月）におけるブ

ラジル経済の急落（前期比マイナス3.6％のGDP減少、ただし前年同期比ではプラス1.3％）

が、どの程度の深度と広がりを同国経済に与え、かつその後の世界的な景気後退の影響がどの

程度ブラジルに実態的な影響を及ぼすか、まだ軽々には論じることはできない。しかしながら、

「失われた10年」とも呼ばれた厳しい経済下での構造改革を経て企業の体質が大きく変化した

こと、しかもこの間に自分たちの活動領域を自国内から周辺国、さらには新興国や先進国市場

へと展開し始めた経験、そしてそうした民間の動きを「経済の安定」と「戦略的育成」の両面

から側面援助する政府の存在などを考えると、2003年以降の「外への国際化」は一過性の現

象として看過することはできないように思われる。

さらに、中国やインドといった新興資源需要国の台頭や地球温暖化・熱帯雨林の消失・水資

源の減少といった地球規模の環境制約要因などまでをも考慮に入れれば、21世紀の最初の10

年足らずの間に顕著となってきている「資源を軸に国際展開する」ブラジル企業の新たな行動

様式は十分に認識されておいてしかるべきであろう。それは「低廉で質の高い豊富な労働力を

使った工業化」を東アジア諸国の国際展開のモデルとすれば、それに比するような「豊富な天

然資源を背景としたブラジルの国際展開」のモデルとでも呼びえる現象として存在感を増しつ

つあるように思われる。

本章では、ブラジル企業の世界展開の現状をよりよく理解するために、まず第1節では、歴

史的な背景とその変容の概略をたどり、続く第2節で現状の分析を行い、第3節で「生産性開

発計画」（PDP）と称するブラジル政府の産業政策とその中での資源産業の取り扱いおよび業

界再編成の動向について言及する。
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第1節　ブラジル企業社会の歴史と変容

1．「国際化」の受け止め方

本題に入る前に「国際化」の用語について少々説明を加えておきたい。実はブラジルで企業

の対外進出と絡めて「国際化」、すなわちinternacionalizaçãoという単語が新聞や雑誌に頻繁

に登場するようになったのは最近のことのように思われる。筆者にとっては、この用語の登場

自体が、ブラジル人の目が自国外に積極的に向き始めた表れとして、パラダイムシフトの証左

のように受け止められる。1960年代末から70年代初めにかけて、日本企業にとっては「第2

次ブラジル進出期」とも言うべき時代に、相次いでブラジルに乗り出す日本企業の現象を「日

本企業の（外への）国際化」現象の一環として説明すると、多くのブラジル人からは怪訝な顔

をされた記憶が今でも忘れられない。

日本では、例えば、ブラジルから雇用機会を求めて来日する日系ブラジル人の数が増えたこ

と自体を「日本の（内なる）国際化」の一現象として捉えている。あるいは外国資本による日

本資本の通信会社や発電会社の買収を経営の危機として新聞紙上で報じられるケースが過去何

度もみられたが、その批判のコンテキストには「日本の（内なる）国際化」への危機感がある

からであろう。こうした点を考えると、図表1に概念化したように、私たち日本人にとって

「国際化」には「外への国際化」と同時に「内なる国際化」のふたつの側面があり、かつ「貿

易立国」といった言説を念頭において考えれば、「外への国際化」が最初の段階で、その後に

「内なる国際化」が続くと考えているといってもさして間違いのないところであろう。

こうした「国際化」の概念を新世界・ブラジルに当てはめたらどのようになるであろうか。

先住民（インディオ）の時代を別にすれば、ブラジルの歴史はまずは
．．．

外からの力を使って未知

の内なる資源の開発を押し進めるものであった。労働力の不足が常に不安の種であり、それを

補うべく宗主国としてポルトガルが中心的な存在ではあったが、世界各地から植民者、奴隷、

そして移民と働き手を呼び集めたのがブラジルであって、そこにはあえて喧伝することがなく

ても「内なる国際化」現象が進展したのである。

排外主義的なナショナリズムが発動されたケースが無かったわけではない。しかしながら法

制を満たしさえすれば、外資といえでも社名の後ろに接尾語の“do Brasil”をつけることによ

って、すなわち［社名 do Brasil］とすることで、形式的にはブラジル企業に比較的簡単にな

れたのである。今日でもなおブラジル政府の間には、「内なる国際化」への危機感よりも、世

界的にも優れたdo Brasil企業を集めることの方に関心がより強く働いているように思われる

言動がみられるほどである。資源の輸出先としての他国への関心は高いものの、自分たちを外

へと積極的に売り出す「外への国際化」（internacionalização）については関心が低いと思わ

れてきた。

ブラジルの経済学者の間からも、同国の国際化は価格競争力を使った、すなわち輸出による
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世界経済への「受動的な統合」の段階に留まっており、アジア諸国のような対外直接投資を伴

う「能動的な統合」の段階には至っていない、との指摘が出ているのもこうした認識からだっ

た［Almeida Magalhães, João Paulo de、1996年］。

しかしながら、後述するように21世紀入り後のブラジルは、「資源」を軸に明らかに「外へ

の国際化」展開に動き出している。

2．3つの脚

図表2は、輸入代替工業化が活況にあった1970年代ごろのブラジルの企業社会を概念化し

たものである。すなわち、資本出資の面からみると以下の3つの企業群から成り立ち、「ブラ

ジルの産業を支える3つの脚（tri-pé）」といわれたものである。

① 民族系民間企業（empresa privada nacional）

② 外資系企業（empresa multinacional）

③ 政府系企業（empresa estatal）

これら3つの企業群の間には、それぞれニーズに応じて共同出資の合弁会社が作られた。例

えば、「ナショナル・プロジェクト」と呼ばれた日本・ブラジル間の大型プロジェクトの多く

は、②と③の合弁事業として設立された。③のブラジル政府系企業の出資があるが故に膨大な

設備投資の一部に日本政府の公的資金を投入することができたし、製品の安定供給を約束する

事業として信頼性を担保できると考えられたのである。日系家電メーカーの中には、外資系企

業として自社 100％出資で進出した企業がある一方で、民族系民間企業がメジャー、日系企業

がマイナー出資の合弁事業として進出したところもあり、いずれもそれぞれの企業戦略による

ものであった。

これらの3種の企業群はそれぞれ異なる出自と同時に特質を持っており、図表3にみられる

ように産業分野において大まかな棲み分けをしてきたのである。①の民族系民間企業は、旧宗

主国であったポルトガル人出資の企業および、奴隷労働に代わるコーヒー農園の労働力

（colono）として、あるいは自営開拓農民として入植したヨーロッパ、中東、アジアの移民た

ちが、その後自立して創設した企業群である。②の外資系企業は、いわゆる多国籍企業の現地

子会社であり、前述したように社名の最後にdo Brasilの接尾語をつけている企業が多い。コ

ーヒーの生産・輸出が活性化された19世紀後半から、ポルトガル、英国、カナダの資本を中

心に外国企業による外国直接投資（FDI）が始まり、20世紀1930年代以降の輸入代替工業化

の開始とともに米国、欧州、そして日本の資本による投資が本格化するのである。③の政府系

企業は、信用保持や雇用確保などのために政府が経営危機に陥った民間企業を梃入れする形で

引き受けた企業のほかに、明確な国策的意図をもって国家自ら設立ないしは外資から接収し

た、いわば国策企業からなる。

産業分野をみると、①の民族系民間企業は、建設、食品、縫製、繊維、商業などの分野で売
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り上げ比率が高いことがわかる。すなわち地元密着型の伝統的な産業に集中しており、比較的

小資本の労働集約的な産業を得意分野としている。②の外資系企業は、自動車、電子機器、薬

品、情報機器など先端的な技術を必要とする技術集約的な産業に集まっている。③の政府系企

業は、上下水道や電力、ガスといった公益事業のほかに、通信、鉄道に代表されるインフラ

（産業基盤）および鉱業、製鉄、化学・石油化学といった資本集約的な装置産業が主体である。

民族系民間企業にせよ、外資系企業にせよ、そのルーツは多様であり、その意味では「内な

る国際化」が進展しており、日本移民や日本企業にとってブラジルは「市場がオープン」な居

心地のよい国と言えた。しかしながら同時に、後発資本主義国としてブラジル政府が開発を急

ぐ必要があると一旦判断され、政府が直接バックアップに乗り出した分野については、経済ナ

ショナリズム的な言動や内外差別政策が色濃く表れ、しばしば外資系企業を当惑させたもので

ある。

電信電話や電力は外資から接収された分野であるし、石油や水力発電、鉱物資源、報道は憲

法によって内資による開発が保障された分野であった。重機械育成のために内資優遇の補助金

政策が打ち出されたり、「市場留保政策」によって電話の電子交換機やパーソナル・コンピュ

ータの国産化を達成しようとブラジル官民が試みた時代もあった。中央・地方政治が企業立地

を左右する場合も少なくない。輸入代替工業化時代、とりわけ軍事政権時代（1964年－85年）

には、国内外に、国家主導で産業政策が遂行されているとの印象を与えてきた。資源（一次産

品）や半製品の輸出を別にすれば、1990年頃までのブラジルは「内向き」の発展路線をとっ

てきたといえる。

アメリカの社会学者ピーター・エバンズ（Peter Evans）は、1979年に出版した著書『従属

的発展（Dependent Development: the Alliance of Multinational, State, and Local Capital in

Brazil, Princeton: Princeton University Press）』のなかで、民族系民間企業、外資系企業、政

府系企業の3つの資本形態の企業群はそれぞれ異なる利害関係をもちながらも、資本主義シス

テムに参入するに当たって「三者同盟（the triple alliance）」を形成していると述べている。

図表4は、金融業を除く民族系民間企業および外資系企業の民間トップ500大企業の売上高

に、政府系企業トップ50大企業の売上高を加えて、その比率の推移をみたものである。民間

500大企業に対して政府系50大企業を加えているのは、政府系企業の企業規模が民間企業と比

べて総じて大きいためだ。経済誌『Exame』は1975年から毎年Melhores e maioresのタイト

ルで企業業績を集計し、公表しているが、図表4によると、1980年当時は三種の企業がそれ

ぞれ同等に売上高のおよそ3分の1を占めていたのである。民族系民間、外資系、政府系の三

者が「3つの脚」としてブラジルの工業化を支えていた構図であった。
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3．民営化、自由化、多国籍企業の再登場

しかしながらこの三者構造は、1980年代後半から崩れ始める。ブラジルは1982年に対外債

務危機、すなわち通常の決済では外国からの借款を返済できない膨大な債務を抱え込む状態に

陥った。その後、 94年7月の新通貨レアルの導入までの12年間、同国は深刻な財政収支と国

際収支の危機に見舞われ、ハイパーインフレーションと不況の「負のスパイラル」に苦しめら

れることになったのである。しかもこの間、政治的にも重大な変化があり、85年3月には21

年間続いた軍政から文民政権へのバトンタッチ、いわゆる民主化が実行されている。

対外債務については、国際通貨基金（IMF）、先進国政府からの借款を扱うパリクラブ、民

間債権銀行団の三者が絡んでの、返済繰り延べ、借り換え（リスケ）、減免、さらには債務の

証券化（セキュリタイゼーション）といった複雑な交渉が何度も繰り返され、一時は、反発す

るブラジル政府が返済停止のモラトリアム宣言を発する（1987年2月）といった事態にまで至

った。債権者側からは債務問題救済の条件として「ワシントン・コンセンサス」と総称された

ネオリベラルな経済構造改革の実施を強く求められることになるのだが、その中のひとつが、

三者同盟の形成とともにブラジル産業界の一部が強く感じ始めていた公的部門の肥大化現象に

メスを入れることであった。財政赤字や対外借款の発生は政府部門だけにとどまらず、政府系

企業に及んでいた。数の上でも累増していた政府系企業が財政コントロールの大きな抜け穴に

なっていたのである。

ブラジルで民営化の動きが本格化するのは、1990年のコロル政権（90年3月～92年末）の

発足からである。同年4月に「国家民営化計画」（PND）が制定され、民営化の責任機関とし

て政府・民間で構成する民営化執行委員会が設置され、実施機関として国立経済社会開発銀行

（BNDES）が指定された。民営化の詳細は別稿に譲る［堀坂浩太郎・細野昭雄ほか、1998年］

が、民営化第一号は、日本・ブラジル合弁で中南米で最も生産性の高い一貫製鉄所となってい

たウジミナスであった（91年10月）。後に述べる鉱山業のVale（旧CVRD）は97年に、航空

機のEmbraerは94年に民営化された。

その後1997年までの間に製鉄8社、石油化学27社、肥料5社、鉱業、電力各2社など合わ

せて55件、売却金額にして177億ドル（このほか売却先への移転債務総額81億ドル）の民営

化が実施された。先の図表4において政府系企業の売上高比率が1990年以降ほぼ一貫して下

がり、同年代末には80年比55％程度に低下しているのは、民営化によるところが大きい。さ

らに90年代後半には、憲法を修正し、ガス事業におけるコンセッションの許可、鉱業のブラ

ジル法人への開放、内航海運の外資への開放、電気通信および石油事業の民間開放なども合わ

せて実施された。

政府系企業のウエイトが低下する一方で、図表4において注目されるのが外資系企業の売上

高比率が大きく伸びている点である。1985年には28.5％であったのが、2000年には45.6％に

達している。550大企業の売上げのほぼ半分を外資が上げていることになる。既進出企業の業
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績好転も想定されるが、外資による民営化企業や民間に開放された政府部門への参入を反映し

た結果でもある。数値は省くが国境を越えたクロスボーダーの M&A が、ブラジル国内の

M&Aを大きく上回ってブラジル企業の売買が行われてきたのである。

この点は、Melhores e maioresの金融機関を除くトップ500大企業に登場する外資系企業の

数にも表れている。1990年には500社中外資系は146社、29.2％であったのが、98年決算では

200社を突破し、2000年では231社、46.2％に上っている。GDPの15％相当を生み出す大手

企業の過半近くがdo Brasilと呼ばれる企業群で占められる状況となっている。国内では、外

資系企業の旺盛な買収や進出を、脱民族化（desnacionalização）と呼んで警戒する向きもみ

られたのである。

この動きが近年どのような方向に進んでいるかをみると、2007 年決算では、トップ 500 社

に登場する外資系企業の数は 203社（40.6 ％）と若干減っているものの（図表5）、しかし進

出する外資の出所（投資国）はさらにバラエティを増している。2000年決算時には92社あっ

た米国企業が60社に減った。その一方で、メキシコやチリ、アルゼンチン、コロンビアとい

った中南米域内国が入ってきたのが注目される。インドや韓国、イスラエルといった国名も並

ぶ。リストに登場する国の数はブラジルを除いて26カ国。多彩で多様な外資進出による企業

社会が形成されつつある。

さて、1980年代以降の企業群の変化によって、産業を支えてきた「3つの脚」（tri-pé）はど

うなったのであろうか。図表6は、先の図表3でみた1985年時と比べて94年、2000年の状況

を示したものである。政府系企業は公益事業、化学・石油化学および食料の配給制度とも関係

する卸売業を除くと、産業の舞台からほぼ完全に退出したことがみてとれる。産業を支える

「3つの脚」は民族系民間企業と外資系企業の概ね「2つの脚」となり、しかも外資系企業がシ

ェアを大きく伸ばした分野が多数に上る。電気電子機器、情報機器関連は当然としても、ナシ

ョナリズムの観点から政府の聖域とされていた鉱業、製鉄、通信にも進出し、さらに地場産業

として民族系民間企業が競争力をもっていた分野の小売業、食品、サービスでも外資系企業が

頭角を現しているのである。
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第2節　ブラジル企業のグローバル展開

1．海外進出するブラジル企業

以上のようにブラジル国内の企業社会の現状を、「国際化」の観点から見直すと、2つのこ

とに気がつく。第1に歴史的経緯から外資にあまり抵抗感のない国民の間ではそれほど意識さ

れることのないままに、「内なる国際化」がさらにもう一段進行した状況にあるように映る。

中南米政治の左傾化が言われる中で、ブラジルの現実主義的な対外関係は案外このようなかた

ちで担保されているのかもしれない。

もう 1 点は、21 世紀に入るとまもなく「外への国際化」の意味合いで internacionalização

（国際化）の用語が、同国の新聞紙上や経済雑誌、政府資料等に登場し始めていることである。

その背景になっているのが、今世紀入りとともに急速に伸びたブラジルの輸出と、それに伴っ

て急激に増えた民族系ブラジル企業の国際舞台での投資事業である。世界的金融危機による経

済悪化がブラジル経済にどの程度の影を落とすのか予断はゆるされないが、ブラジルの輸出は

2002 年の 603 億ドルが 2008 年には 1,979 億ドルに達した。6 年間で 3 倍増、年率にして平均

22％のかつてない高い継続的な伸びを記録した（図表7）。世界的に息の長かった経済成長に

加え中国など新興国の新規需要と価格高騰が加わったためで、とりわけ一次産品（コモディテ

ィ）関連の貿易収支の黒字がブラジル経済に大きく寄与した（図表8）。非コモディティ産品

だけでみれば、貿易収支の赤字、しかも拡大傾向にあったのである。

海外直接投資の統計もまた21世紀に入って特異な現象を示している（図表9）。ブラジルは

既述のように、多国籍企業の代表的な受入国、すなわち海外直接投資のホスト・カントリーと

して知られる存在であった。しかし2004年以降は海外直接投資の送り手、すなわち海外直接

投資のホーム・カントリーとしても頭角を現し、特に06年は単年度の現象だが、対外直接投

資が対内直接投資を上回り純投資国になった。鉱山会社Valeによるカナダのニッケル鉱業会

社Incoの総額180億ドルの買収がこの年にあったためだ。「純投資国となったブラジル」は、

08年1月サンパウロ市で開催された日本・ブラジル経済シンポジウム「交流100年、次の100

年を見据えて」（日本経済新聞社・オ・エスタード・デ・サンパウロ紙共催）の席上、ルイ

ス・フルラン前開発・工業・貿易相が胸をはって再三強調した点でもあった。

そこで海外投資が多く伝えられるブラジル企業のホームページのヒストリー（会社沿革）欄

の情報を整理し一覧表にすると（図表10）、年を追って対外活動を積極化させるブラジル民族

系企業の姿勢が見えてくる。対象とした企業は、AmBev （ビール）、CSN （製鉄）、Embraer

（航空機）、Gerdau （製鉄）、JBS （食肉）、Marcopolo（バス車体）、Marfrig （食肉）、

Perdigão（鶏肉）、Petrobras （石油）、Sadia （鶏肉）、Vale（鉱業）、Votorantim Metais（金

属）の12社である。このうち、AmBev、Embraer、Marcopoloの3社を除く9社が直接資源が

らみの企業である。Embraer、Marcopoloの2社について言えば、広大な国土の中での人の移
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動の在り様がベースとなって発展してきたという会社創設の歴史に照らしてみれば、まさにブ

ラジルの風土の中から育まれた企業ということができよう。

ビールのAmBevを除きいずれの会社も民族系資本である。AmBevの場合は、事業の国際化

を図るためベルギー資本との間で複雑な資本の遣り取り（交換）をしたこともあって、資本面

からみると「外資系」に含まれるにもかかわらず、CEOをはじめとして経営陣にブラジル人

が多く登用されていることもあって、ブラジルでは多分に「ブラジル企業」として取り扱われ

ている。

このような結果から、ブラジル企業の対外進出について少なくとも以下のような点を指摘す

ることができる。すなわち、

① 1990年代に比べて21世紀、とりわけ2002-03年ごろから、海外進出活動が明らかに活発

化していること、

② 電炉や棒鋼などの生産を主体とした Gerdau 社や鉱業の Vale 社の投資行動に端的にみら

れるように、各社の継続的（そしておそらく計画的）な投資活動から、世界を視野に入

れたグローバルな戦略保有を想定できる企業が出てきていること、

③ 海外進出に当たってはM&A（合併・買収）を多用している。事業の一から投資する新規

投資（グリーンフィールド）に比べ、勢力拡大のスピードが格段に速く、同業他社との

競争を念頭においた企業戦略が優先されていると想定できること、

④ 進出先をみると、ブラジル周辺の中南米諸国に重点をおいた企業が皆無ではないものの、

全体としてみれば欧米、アジア、ロシア、アフリカなど全世界に及んでいる。こうした

点から、メルコスール（南米南部共同市場）や南米重視のルーラ外交を直接反映した海

外布陣ではなく、各企業が独自の企業戦略のもとでの海外進出を行っていること、

⑤ 数はいまだ多くはないが、鉱山会社Valeによる2006年のカナダのニッケル最大手 Inco

の買収や、2007年の食肉メーカーJBSによる米食肉大手Swift & Co.の買収といった、国

際的な業界再編成の引き金になりかねない買収事例が出てきていること。

日本との関連では、2008年4月に国営石油会社のPetrobrasが沖縄の石油精製会社南西石油

をExxonMobil系の東燃ゼネラル石油から買収した。さらに09年4月には、それに先立つ2か

月前の合併で南米一の金融グループとなったイタウ・ウニバンコの証券部門が対日進出を果た

している。いずれも狙いとするところは、「外への国際化」の一環ということであろう。

図表9は、国連貿易開発会議（UNCTAD）の統計にもとづくものだが、2002年になるとブ

ラジル中央銀行が対外直接投資の実態調査に本格的に乗り出した。ブラジル中央銀行は1995

年、2000年時点で対内直接投資の詳細なセンサスを実施しているが、対外直接投資について

も2002年に、01年末時点での国ごとの、投資形態、投資残高等を調査し、データを公表する

に至った。中銀自身がこのような調査をしたのは初めてと発表しており、対外投資が国家的な

関心事項となったことを示している。
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2003年以降、対外直接投資が増えた理由としては、①中国効果もありコモディティ中心に

需要が急増したことに加えて、②ルーラ政権登場以降、世界金融危機までの間ほぼ一本調子で

レアル高が進行したこと、③「失われた10年」の間に債務比率の低下、利益率の向上など進

出企業の財務体質が強化されたこと、④国際金融市場での資金調達もし易くなったことなどが

指摘されている［Coutinho, Luciano et al., 2008］。

2．前段階としての「ローカル多国籍企業」の出現

実は、21世紀に入ってからの対外進出の前段階として、1990年代前半から①中南米各国に

おける経済自由化、②ブラジル、アルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイの4カ国によるメル

コスール（南米南部共同市場）などの自由貿易圏結成に向けた動きなどが背景となって、中南

米主要国の企業が周辺部に進出する事例がみられた時期があった。

中南米諸国間の地域統合の動きを追っていて、それに伴って伝えられる企業ニュースが多く

なったことが、こうした動静に気づくきっかけとなった。本来、中南米諸国は歴史、言語、宗

教、法制等域内国間での類似性が強い地域である。輸入代替工業化時代の関税・非関税の保護

主義的な障壁が低くなると、隣接地域の市場がとたんに見え始めたというのが当時の状況であ

った。

ただ残念なことにこの動きについてはデータ的な裏づけが簡単には取れなかった。そのため

主要経済紙に報道されたニュースを一つひとつ克明に集計する手法をとった。その結果、

1991年から95年の5年間に、アルゼンチン、ブラジル、チリ、メキシコの4カ国で合わせて

177件の海外進出の事例を集計することができた（図表11）。

4カ国の海外進出の中で最も数の多かったのがブラジルで84件に上った。このうちの 58件

（69％）はアルゼンチンに対する投資であった。さらにウルグアイやパラグアイといった隣接

国を加えると73件、実に87％が中南米域内での投資であったのである。

ブラジル以外では、アルゼンチン、チリが各43件、メキシコは32件であった。NAFTA（北

米自由貿易協定）締結に動いていたメキシコは対米進出が 14 件と比較的多く、対スペイン、

対中国もそれぞれ2件、1件とみられたが、アルゼンチン、チリの両国は周辺中南米諸国を除

けば、対米投資を各1件数えるのみであった。

当時のブラジル企業が対外直接投資に求めていたのは、隣接国の「マーケット」（市場）の

獲得であり、製造業、非製造業を問わず個人消費に近い部門であった。自動車・同部品メーカ

ー、食品、電気電子機器、化学が多く、ビール大手や金融部門も複数みられたが、この時点で

は「資源がらみ」は明らかに少なかった。わずかに鶏肉大手のSadiaがアルゼンチン国内やウ

ルグアイ、パラグアイのメルコスール市場を視野に入れて、ブエノスアイレスに大規模な鶏肉

処理工場を建設したほか、Arflo社が鮮魚加工部門に進出したというニュースが目に留まった

程度であった。
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確かに、それまでにはみられなかった中南米企業の「外への国際化」現象が起こってはいた

が、これらの企業形成は、NAFTA（北米自由貿易地域）やメルコスールの市場統合の形成過

程と軌を一にしている。その際の国際化の主たる狙いは進出先の「マーケット」（市場）の獲

得であって、東アジアでみられるような低廉な労働力の確保や第三国（とくに先進国）への生

産・輸出拠点の確保といった誘因はほとんど働いていなかった。このため、海外に「少なくと

も一つ以上の定着した生産拠点をもち自国の領域を越えた視野に立って経営を行う」といった

意味での「多国籍企業」の定義にそった企業ではあるものの、この段階では地域を限定した

「ローカル多国籍企業」と呼ぶのがふさわしい企業行動だったのである［堀坂浩太郎・細野昭

雄ほか、1996年］。

3．ブラジル版Trans-Latins

先にみた21世紀に入ってからのブラジル企業の国際化は「ローカル多国籍企業」の域を明

らかに超えているとみてよいであろう。図表 12は国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会

（ECLAC）が選んだブラジルの多国籍企業 19 社の活動地域と売上高比（ないしは従業員比）

でみた国際化率を示したものである。その活動領域は自国のブラジルに加えて、平均して2.5

大陸で活動している。国際化率が25％以上50％未満とされた企業も7社に上る。これらの企

業は明らかにグローバルな視点を持ち始めている。

図表13は、Vale社のインターネット・サイトに映し出される海外事業拠点である。同社の

場合は、ブラジル企業の中でも最も国際化された部類に入り、文字通りグローバルである。カ

ナダ（Vale Inco）およびインドネシア（PT Intenational Nickel）におけるニッケル生産に加

えて、米国では鉄鋼（California Steel Industries）、フランスおよびノルウェーでは合金鉄、

中国では石炭とコークスを生産する。オーストラリア、モザンビークでは炭鉱を開発し、南米

のアルゼンチン、チリ、コロンビア、ペルーおよびアフリカのアンゴラ、ギニア、南アフリカ、

アジアのインド、モンゴルでそれぞれ探鉱に従事する。このほか東京をはじめ世界主要都市に

オフィスを構える。

Valeの場合は、1997年の民営化および2001年の国営製鉄大手CSNとの持ち合い解消による

完全民営化が国際化への大きなステップとなった。同社は、「鉱物資源、水力発電、国防上必

要な産業の国有化」をうたった1934年憲法の下で42年に設立された国策会社であった。国営

石油会社Petrobrasとともに政府系企業の双璧を成したが、本業の鉱業のほかに肥料、紙・パ

ルプ、アルミ、海運などを傘下にもつ事業肥大化の象徴的存在でもあった。

完全民営化とともに、ブラジル最大手の民間銀行（Bradesco）から 40 歳代の若手経営者

（Roger Agnelli）が送りこまれ、一気に対外戦略に弾みがついた。04年にはカナダの非鉄大手

Norandaに食指を伸ばし失敗したものの、2年後には前述のように同じくカナダのInco社を手

中に収めた。その前後にモザンビークやオーストラリアの炭鉱などを買収する一方で、国内で
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は紙・パルプ事業の売却など事業の選択と集中を進めている。業績も図表14のように急ピッ

チで伸び、金融危機後も英豪のライバルRio Tinto社から同社がブラジル中部で操業する鉄鉱

山と、アルゼンチンおよびカナダに保有するカリウム鉱山を買収し注目を集めた。

前出のECLACは、毎年、『中南米・カリブ地域の外国投資』（Foreign Investment in Latin

America and the Caribbean）と題する年報を発表してきた。中南米諸国に対する外国直接投

資（FDI）全体の動静のほかに、年ごとに話題となっている産業や投資国あるいはホスト国

（投資受入国）を取り上げて特集を組み、中南米の企業動向を知る上で有用な情報源として評

価されている。05年からはこれらに加えて、「外への国際化」への関心が急速に高まってきた

ことを反映して、毎年中南米企業の対外直接投資の動向分析を加えている。

ECLACは、多国籍企業（transnationals）と中南米の2つの用語をもじって、中南米版多国

籍企業をTrans-Latinと称している。その大半はブラジル、アルゼンチン、メキシコ、チリの

企業である。07年版の「対外投資実績を有する非金融部門大手企業リスト」を参考にすると、

掲載された34社のうち、ブラジルが12社を数え、続いてメキシコ10社、チリ9社、アルゼン

チン、コロンビア、ベネズエラが各1社となっている。また07年に実施された国外での大型

M&A案件29件のうち、買い手がブラジル企業であったのが13件で、残りはメキシコ（6件）、

アルゼンチン（4 件）、チリ（4 件）、コロンビア（2 件）であった。ブラジル企業がまさしく

Trans-Latinsの中核をなしてきているのである。

それではTrans-Latinsが「外への国際化」に乗り出す理由は何であろうか。対外戦略を展開

する上での強みとその目的とするところは何であろうか。ECLACでは、以下の3つの形態を

あげている［ECLAC (2006, 2007, 2008), Foreign Investment in Latin America and the

Caribbean, Washington DC.］。

① 天然資源および天然資源をベースとした工業製品　⇒グローバル・リーダーシップの獲

得

② 大衆消費財およびサービス産業　⇒中南米内外の市場獲得

③ 中間技術の工業製品　⇒効率性追求

これらの3つのケースを図表12の「ブラジルのTrans-Latins」に照らし合わせてみると、①

のケースが最もあてはまるといえる。すなわちPetrobrasの石油、Valeの鉱業からはじまり、

Gerdau、Usiminas、CSNの製鉄、VotorantimやCamargo Correaのセメント、さらにKlabin

の紙パルプである。Vale はすでに鉱業部門では世界のトップ 3 社に食い込んでいるし、

Petrobrasは岩塩層下の深海原油の発見で順位を大きく上げることが見込まれている（図表15、

16）。製鉄産業、セメント、紙パルプも原料コストの面からみれば有利なポジションにある。

Norberto Odebrecht、Andrade Gutierrez、Queiroz Galvãoはブラジルが実績をもつ、水力

発電所や道路建設などの大型の公共工事面で強みを発揮しており②に該当し、汎用モーターの

WEGや白物家電のEMBRACO、バス車体のMarcopolo、自動車部品のSabó などは③という
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ところであろう。

こうした状況の中で国際競争力引き上げの手段として「外への国際化」がブラジル企業の間

でも大きな関心事となっている。同国のビジネス・スクールとしては代表的な、ブラジル中部

の都市ベロオリゾンテ市にキャンパスを有するドン・カブラル財団（Fundação Dom Cabral）

では、ブラジル企業の経営国際化指数を集計しランキングを発表し始めている。
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第3節　国際化支援政策と企業の大型合併

2008年5月、ルーラ大統領は、「生産性開発計画」（Política de Desenvolvimento Produtivo）

と銘打った同政権2期目の工業政策を発表した。この中で産業を図表17のように3つのカテ

ゴリーに分類した上で、「石油・天然ガス・石油化学、バイオエタノール、鉱業、製鉄、紙・

パルプ、食肉、航空機」の7産業については、「世界市場におけるリーダーシップ確立・維持

分野」と指定したのである。しかもそれぞれの産業に2010年までの達成目標を設定し、国立

経済社会開発銀行（BNDES）にはこれらの産業支援のための資金を用意させる力の入れよう

である。

この中で例えば、鉱業、製鉄、紙パルプについては、2010年までに世界5大生産国の地位を

確立し、そのためには企業経営の国際化、輸出の拡大、サプライチェーンの強化、イノベーシ

ョンのための投資拡大、インフラ技術の強化を指示している。また食肉分野については、ブラ

ジルを世界最大の動物性たんぱく質の輸出国にし、食肉コンプレックス（複合体）をアグリビ

ジネスの主要輸出産業にするとうたっている。バイオエタノールに関しては、次世代技術の開

発やバイオマス活用の発電量増産の重要性が強調されると同時に、エタノールをコモディティ

（国際商品）とすべく国際商品市場創設が課題として挙げられているといった具合だ。

これらのことからも「資源分野」については、「外への国際化」のいわば尖兵として取り扱

おうとしている姿勢が明白に見て取れる。それは、同じく図表17で示されている国内マーケ

ットの発展を主に念頭においていると思われる自動車や資本財産業といった「競争力強化分

野」はもとより、ナノテクノロジーや原子力などの先端的技術分野に対する「戦略的動員分野」

とも明らかに一線を画したスタンスを取っている。

一方企業側は、大型合併によって業態を大きくすることで「外への国際化」時代に対応しよ

うとしているように伺える。Valeの場合はすでに図表15でみたように世界トップ3の位置に

つけているが、2008年年初には結果的には不調に終わったものの、スイスの資源会社Xstrata

の買収劇を演じた。鉄鉱石主体のValeは、銅や亜鉛、石炭など多様な資源を持つXstrataの買

収で収益源の多様化を目指したといわれる（『日本経済新聞』08年1月22日夕刊）。Petrobras

はリオデジャネイロ－サントス沖での相次ぐ新規油田発見による可採埋蔵量の増大に加えて、

ブラジル国内で唯一の民間石油精製会社として残っていた Ipiranga社を07年3月に買収し国

内での足固めをした。買収金額40億ドルはその当時としては国内最大の規模といわれていた。

食料の分野では、サンパウロの精肉業者JBS（2006年に名称変更、旧名はFriboi）が07年

に米生肉業大手のSwift & Co.を買収し世界最大に躍り出た。同社はブラジル国内のほか、同

じく牛肉輸出国のアルゼンチンとオーストラリア、さらには消費国イタリアの精肉業者を傘下

にもち、Swift & Co.買収後も米国の中堅業者の買収を続けている。米国トップの地位も視野

に入ってきている状態だ。09 年 5 月には、鶏肉や豚肉を取り扱うブラジル食肉加工大手の
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PerdigãoとSadiaが合併しBrasil Foodsを設立すると発表した。世界金融危機後のブラジル通

貨レアルの急落で為替差損が発生したSadiaをPerdigãoが救済するものだが、これによって

食品メーカーとしては JBS に続くブラジル第 2 位、ブラジルの一次産品輸出業者としては

Petrobras、Valeに次ぐ第3位、そして食肉の輸出業者としては世界最大のメーカーが誕生し

た（Folha de São Paulo紙09年5月19日）。

同じく世界金融危機による財務体質悪化が引き金になってのことだが、2009年1月には、売

上高で紙パルプ業界第3位のVotorantim Celulose e Papel（VCP）による第4位のAracruzの

吸収合併が合意に達した。国立経済社会開発銀行の投資会社BNDESParによる資金供給が約

束されての実現だが、これによって短繊維のパルプでは世界最大、パルプ全体としても世界第

4位のメーカーが誕生するという（Valor Econõmico紙、2009年1月21日）。

「生産性開発計画」推進で中核的な役割を占めている国立経済社会開発銀行（BNDES）の

Luciano Coutinho総裁は、「価格、品質、生産能力の面では世界の中で十分に太刀打ちできる

産業があるにもかかわらず、外国の競争相手に比べて企業規模が小さい」と問題点を指摘する

（Valor Econõmico紙、2009年1月21日）。「生産性開発計画」で目標を示しながら、資源企業

に再編成を促し、資源産業を鏑矢にしてブラジル経済の「外への国際化」を推進することを意

図しているといえよう。このような観点に立てば、埋蔵量（06年で世界シェア22.8％）、生産

量（同22.3％）では世界最大の鉄鉱石生産国でありながら、鉄鋼生産では9位に甘んじている

製鉄が、業界再編成の渦に巻き込まれていくのは必至の情勢とみてよいであろう。
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（図表1）「内なる国際化」と「外への国際化」

（出所）筆者作成。

（図表2） ブラジル企業社会の3つの脚 （tri-pé）

（出所）筆者作成。
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（図表3）「3つの脚」による棲み分け（産業別トップ20大企業の売上比率，

1985年、単位：％）

（出所）Exame, Melhores e maiores, 1986年版より筆者作成。
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（図表4）ブラジルの民間（民族系・外資系）500大企業および政府系50大企業の

売上高比率（％）

（出所）Exame, Melhores e maiores, 1998年版および2001年版より筆者作成。

（図表5）ブラジルの民間500大企業の出資国別内訳（2007年決算時点、社数）

（出所）Exame, Melhores e maiores, 2008年版より筆者作成。
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（図表6）ブラジル企業体制（Tri-pé）の変容（各産業における大手企業＊の売上比

率、％）

（注）－は該当する分野の数値が発表されていない。（1）00年は縫製・繊維の合算、（2）00年は貿易業も含
む、（3）00年は飲料のみ、（4）プラスチックのみで42％、58％、0％、（5）自動車は0.1％、99.9％、
0％、また自動車部品は44.7％、55.3％、0％、（6）00年は製鉄・金属の合算、（7）電力のみで0％、
0％、100％。

（注）*大手企業は85年、94年は大手20大企業、00年は特定なし。
（出所）Exame, Melhores e Maiores 各年版より筆者作成。
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（図表7）ブラジルの輸出入および貿易収支の推移（10億ドル）

（注）2008年は図表作成時の推計値
（出所）BNDES, “Balança comercial  brasi le ira:  muito além das commodit ies,” Visão do

Desenvolvimento, no.54, 2008年9月24日。

（図表8）貿易収支－全体とコモディティおよび非コモディティ商品（10億ドル）

（注）、（出所）とも図表7と同じ。
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（図表9）ブラジルの海外直接投資（FDI）（100万㌦）

（出所）UNCTAD（国連貿易開発会議）のデータより筆者作成。
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（図表10）ブラジル企業の対外進出事例
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（出所）各企業のホームページなどを参照して筆者作成。
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（図表11）1990年代前半（91年～95年）の中南米主要国企業の対外進出（件数）

（出所）堀坂浩太郎・細野昭雄・長銀総合研究所編『ラテンアメリカ企業論
－国際展開と地域経済圏』（日本評論社、1996年）。

（図表12）ブラジルのTrans-Latins 2004-05年現在（売上高：100万㌦）

（注）海外事業のウエイトは売上高ないしは従業員比で推計。* AmBevおよびEMBRACOは多国籍企業に買
収されたブラジルのTrans-Latinである。第8位にランクされていたVarigはその後倒産したので外した。

（出所）ECLAC (2005)p.72の表をベースに筆者作成。

    
     

 
   

               
               

                 
          

                
                

                  
         

                       
            

         
                

         
                    

                    
        

                    
                  

                 



（図表13）Vale社の世界拠点

（出所）Vale社ﾎｰﾑﾍ ﾟ ｰｼ ﾞより作成。

（図表14）Vale社の売上高推移（億ドル）

（出所）Exame, Melhores e maiores, 2008年版より筆者作成。
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（図表15）世界の主要鉱業会社におけるValeの位置

（注）* は1995年当時存在していなかった、ないしはデータがないことを示している。
（出所）UNCTAD（2006）のデータをベースに筆者作成。
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（図表16）世界の主要石油生産会社におけるPetrobrasの位置（生産量は100万バ

レル）

（出所）UNCTAD（2006）のデータをベースに筆者作成。

（図表17）生産性開発計画（PDP）における3つの産業分類

（出所）ブラジル政府発表の生産性開発計画（Política de Desenvolvimento Produtivo）をベースに筆者作成。
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第4章　多様化する対外関係と資源外交－グローバル・プレヤーへの変貌

はじめに

資源大国といわれるブラジルだが、あらためてその姿を眺めてみると、食糧、鉱物、エネル

ギーなど複数の分野において資源が豊富であることがわかる（図表1）。またブラジルはもと

もと原油輸入国であったが、2006年4月以降完全に生産自給可能となった。2007年11月、リ

オデジャネイロ沖の深海で埋蔵量50億～80億バレルの油田が発見されたのに続き、08年4月

には、ブラジル石油監督庁がさらに大きな海底油田発見の可能性（推定埋蔵量330億バレル）

を発表した（『日本経済新聞』2008年4月16日）。正式に確認されれば、2006年末現在の確認

原油埋蔵量（122億バレル）をはるかに超える大規模な油田の発見となるであろう。

第4章に与えられたテーマは、資源大国ブラジルを外交面から分析することである。ブラジ

ルが資源大国であることは疑う余地はない。日本のブラジルに対するイメージもやはり「資源」

である。これに対してアモリン（Celso Amorim）ブラジル外相は、日刊紙『コレイオ・ブラジ

レンセ』（Correio Brazilense）の2009年5月3日号に掲載されたインタビュー記事の中で、次

のようにコメントしている。「（ブラジルは）マクロ経済が安定し、所得格差の問題がかなり改

善され、経済成長もみられる。そして『臆しない、勇敢な（ポルトガル語でdessombrada）』

外交政策を行っている国である」。日本からみるとブラジルは依然として資源をもった発展途

上国であるのに対して、ブラジル政府高官が高く自国を評価している点は興味深く、かつまた

示唆的でもある。

アモリン外相の「お国自慢」は決して独りよがりではないようだ。2009年4月17日・18日

にカリブ海のトリニダード・トバゴで開催された第5回米州サミット（キューバを除き、カナ

ダを含む34の米州諸国首脳による会議、1994年が第1回目）の前日には、オバマ大統領から

ルーラ（Lula）大統領に電話をかけ、米州サミットでの議題について意見交換を行っている

（主にキューバ問題について）。オバマ大統領はブラジルについて「経済的な潜在力のある国

であり、国際社会の中で重要なアクター」と述べるなど、米国もまた現在のブラジルに高い信

頼を寄せていることが感じられる。またクリントン米国務長官とアモリン外相との会談の中

で、このようなやりとりがあった。アモリン外相があるテーマについていくつかの提案（ポル

トガル語でsugestões）を出した後で、「…我々は米国に助言（ポルトガル語でconselhos）を

行うつもりはない」と付け加えると、クリントン米国務長官が「いやいや我々はブラジルにま

さに助言をお願いしているのである」と述べたという。オバマ政権の外交姿勢は対話重視であ

るといわれるが、このエピソードは、米国がブラジルを「グローバル・プレヤー」の一員と認

め、“頼れる存在”としてブラジルを扱い始めたことを表している。
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昨今、ブラジルを国際社会で発言力を持つ国ととらえることが多くなった。確かにさまざま

な国際会議でブラジルの名前を耳にする回数は増えている。国連の安全保障理事会改革におい

ては、インド、ドイツ、日本とともにG4として改革案を提示した。また世界貿易機関（WTO）

多角的通商交渉（ドーハ・ラウンド）では、農業補助金問題、農業関税、鉱工業関税など主要

な争点で必ずといっていいほどブラジルは議論に絡んでいた。ではブラジルは資源大国ゆえに

グローバル・プレヤーになれたのだろうか。いつ頃からブラジルは国際関係の中で目立つアク

ターになってきたのだろうか。筆者はこの点について、現在のルーラ政権（2003年～2010年）

で一挙にブラジルがグローバル・プレヤーの道を歩み始めたというよりも、カルドーゾ

（Fernando Henrique Cardoso）政権時代（1995年～2002年）の外交を含めブラジル社会が変

化したことが重要であったと考えている。完全ではなかったにせよ、カルドーゾ政権はそれま

でのブラジルの不安定な政治・経済・社会状況から抜け出すべく、構造改革や貧困対策などに

取り組んだ。ブラジル社会の変化は外交戦略にも影響を与え、従来より低姿勢（ロープロファ

イル）と言われていた外交がカルドーゾ政権のもとでより積極的で主張的なスタンスへと変わ

った。もちろん、ルーラの外交政策の新規性を過小評価するものではないが、積極外交といわ

れる始まりはカルドーゾ時代にあり、ルーラは自らの外交理念をもとに、資源をもった新興国

という立場を生かしつつ、さらにそれをパワーアップしたといえよう。政治・経済だけでなく、

外交政策においても今のブラジルを理解するためには、ここに至るまでのプロセスをみること

が重要である。

いずれにせよ現在のブラジルの外交政策はグローバル・プレヤーとしての行動パタンを反映

したものと見ることが適切であり、本章においてもその実態を明らかにしていくことにした

い。本章は大きく3つの部分に分かれている。第1節では、カルドーゾ政権から始まるブラジ

ルの政治経済社会における変化について述べる。そして第2節ではルーラの外交政策をカルド

ーゾのそれと比較しながら述べていく。両者ともに積極外交という点では共通しているが、ル

ーラ外交の特徴は対外関係の多様化である。アジア、アフリカ、中東、そして先進国と「グロ

ーバル化した外交政策」について説明する。そして第3節では、資源国ブラジルが自国の資源

をどう外交戦略に利用しているかについてである。近年のエタノール戦略は、単に製品を輸出

するだけでなく、相手国においてエタノール開発（あるいはエタノールの原料である砂糖きび

の生産）に協力するというものである。アフリカ諸国や中米諸国での取り組みを中心にルーラ

のエタノール外交を述べていく。そこには資源を囲い込む資源保有国の姿はなく、資源や関連

する技術を提供し、世界的にエタノール生産を拡大することがブラジルにとっても世界にとっ

ても意味があると考えるルーラの外交姿勢がみえてくる。最後に結論として、世界金融危機発

生後の現在、グローバル・プレヤーとなったブラジルおよびその外交政策が世界と日本にもた

らす意味は何かについて考察し、まとめとする。
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第1節　カルドーゾからルーラへ－ブラジルを変革した2人のリーダー

1．再民主化後のブラジル－カルドーゾ政権までの10年間

ブラジルは1980年代までは政治的にも経済的にも不安定な国であった。高いインフレと債

務問題に翻弄された80年代は「失われた10年」と呼ばれた。政治的には85年に21年間続い

た軍事政権（1964年～85年）が終わり、現在まで続く再民主化時代を迎えるが、初代民主大

統領（サルネイ José Sarney、任期 1985 年 3 月～ 90 年 3 月）、2 代目大統領のコロル

（Fernando Collor de Melo、任期1990年3月～92年10月職務停止、1992年12月辞任）、そし

て3代目の大統領イタマル・フランコ（Itamar Franco、任期1992年10月大統領代行、1992年

12月～94年12月）に至る約10年間はさまざまな意味で不安定な時期が続いた（図表2、3）。

5年間の任期を務めた初代文民大統領サルネイは、この間民主憲法（1988年 10月）制定に

貢献したものの、経済運営において失敗し、大統領支持率は乱高下を繰り返した。経済失政は

社会指標に反映し、たとえば1989年の所得集中を表すジニ係数は0.635、また貧困水準以下で

暮らす人々の割合は、87年に36％、88年に39％と実質的に70年代の水準に戻ってしまった。

ちなみにブラジルの貧困比率は、41％（1960年）、39％（1970年）、24％（1980年）と推移

し、民主化以前の1983年には、当時の軍事政権の経済失政の影響で42％と悪化していた。そ

の後サルネイ政権が行った経済安定化政策（クルザード計画など）のもとで一時経済成長が回

復し、貧困比率も 28 ％と改善している［ジュアレス・ブランダン・ロペス（子安昭子訳）

149ページ］。しかしながら物価凍結などを含むヘテロドックスな経済安定化政策は、一旦は

経済成長を回復させたものの、結局は一時しのぎにすぎなかったのである。

ブラジルの経済自由化路線をスタートさせた2代目コロル大統領は、29年ぶりとなる直接選

挙で選出された人物であり、しかも就任当時は40歳と極めて若いリーダーの誕生として国民

から大きな期待が寄せられた。しかしながら就任後まもなく大統領の親族や側近らによる不正

資金疑惑事件（通称コロル・ゲート）が発覚、コロルは汚職疑惑に対する国会の弾劾裁判によ

って任期半ばの1992年12月に辞任、残りの任期を副大統領であったイタマル・フランコが引

き継ぐなど、ブラジル政治を大きく混乱させることになった。この間経済・社会的にも不安定

な状況は改善されず、とりわけインフレ率は4ケタ台を記録し、経済成長率は低く抑えられて

いたのである（図表3）。

2．カルドーゾ政権の取組－経済安定と国際社会の信用回復

これに対してカルドーゾ政権は、国内経済の安定や経済・社会問題への取り組みが、国内は

もとより国際社会においてブラジルに対する評価を得るために重要との認識をもっていた。カ

ルドーゾは1995年に大統領になる前は、イタマル・フランコ政権で外相および蔵相を歴任し

た。蔵相時代の93年12月に発表された経済安定化計画「レアル計画」は財政支出の削減や増
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税といったオーソドックスな対インフレ政策であった。実際4桁台のインフレは95年には2桁

（22.41％）に収束し、翌96年には1桁（9.56％）に、98年にはさらに1.65％にまで低下した。

同年 1 月の世界経済フォーラム（通称ダボス会議）でカルドーゾは“The Making of  a

Continental Giant”というスピーチを行ったが、その中で「レアル計画の成功と民主主義体制

の確立があってこそ、ブラジルは再び発展できた」と述べている。ブラジル経済が安定し、さ

らに成長軌道に乗りつつあることで、ブラジルに対する国際的な信用が回復し、そのことが外

交における積極性につながると強調したのである。この時期レアル計画に対する国際社会の評

価は、先進諸国からの直接投資が再びブラジルに戻り始めたことにも表れている。95年の直

接投資は、43億1300万ドルで、93年の7億1400万ドル、94年の19億7200万ドルと比較する

と、大きく増加している。95 年以降もさらに拡大し、107 億 9200 万ドル（1996 年）、189 億

9300万ドル（1997年）、288億5600万ドル（1998年）と増加傾向であった［堀坂　218ページ］。

政治家である前に国際的に著名な社会学者であるカルドーゾは理想とする国家像をもってい

た。市場原理を重視する一方で、国家と市場の関係は前者が後者を規制・補完する、すなわち

市場の持つ欠陥を国家が修正するという考えである。社会的公正の実現を目指し、国家改革の

必要性を訴える中で、レアル計画もインフレ対策以上の意味をもっていたと思われる。行政改

革（公務員制度改革、財政安定化計画など）や経済改革（貿易自由化、民営化など）を行うこ

とで、マクロ経済の安定やブラジル経済の競争力や効率性を高めるとともに、市場メカニズム

のもとで排除される社会階層に対しては、レアル計画によって経済を安定させ、必要な社会政

策（教育、医療など）を国家が行っていくというものであった。図表4はこうしたカルドーゾ

の取組みをまとめたものである。

もちろんカルドーゾ政権の政策のすべてを評価することはできない。実際、インフレ収束に

は成功したものの、経済成長や雇用創出、為替や金利の安定などに対してカルドーゾ政権は十

分な政策を出せなかったからである。しかしながら、ブラジル社会に変化をもたらしたことは

確かである。いうなれば政治、経済、社会のトライアングルな関係の構築である。経済だけが

発展するのではなく、政治、社会が合わせて変化（＝成熟）することで、より安定した国家が

作られるということを意味する。政治でいえば、民主化の進展であり、社会でいえば、貧困や

格差の解消である。この過程がカルドーゾ政権のさまざまな取組みを通して始まったと考えら

れよう。ブラジルのジェトゥリオ・ヴァルガス大学院大学のバルボーザ教授は1947年以降の

ブラジル経済を4つ（1947年～79年、1979年～94年、1994年～2004年、2004年～2007年）

に時代区分し、カルドーゾ政権に重なる1994年～2004年を第3の時期「移行期」と名付けて

いる。1947年から2007年という時代区分については、バルボーザ論文が掲載された経済雑誌

Conjuntura Econômicaの発刊60周年にあわせたものであるが、これを通して戦後から現在に

至るブラジル経済発展の歴史をたどることが可能である。同教授は論文の中で、従来の輸入代

替工業化モデルから開放経済モデルへブラジルの経済開発戦略が移行したとして、この時期を
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「移行期」と呼んでいるが、カルドーゾ政権のもとで、より大きな意味においてブラジル社会

が変化し始めたといえよう。

3．「変化」のバトンを受けた大統領ルーラ

2003年1月、ルーラ政権が発足した。ルーラの大統領就任にあたっては、ブラジル政治史に

おいて「ブラジル初の」という修飾語がつくことが多かった。たとえば「初の労働組合リーダ

ー出身の大統領」であるとか、「1985年の再民主化以後、初の左派出身の大統領」などである。

ルイス・イナーシオ・ルーラ・ダ・シルバ（Luiz Inácio Lula da Silva）、通称ルーラは、1945

年にブラジル北東部の農村に生まれ、幼少時に家族とともに北東部から南東部の都市サンパウ

ロに移住し、そこで成長した。貧困ゆえに初等教育を終えることができなかったルーラのバッ

クグラウンドもまた、エリート出身が多い歴代ブラジル大統領の中では異例であった。青年期

のルーラは労働組合の活動を通して、ブラジルの民主化運動に携わっており、1980年、ルー

ラが35歳の時、現在名誉党首を務める労働者党（PT）を立ち上げている。

ルーラの大統領選への挑戦は4回を数え、その4回目となる2002年 10月の大統領選で、カ

ルドーゾ大統領の政党ブラジル社会民主党（PSDB）の候補者との決選投票を制し、大統領に

就任した。2009年5月現在、2期目の任期をあと1年7カ月残すところである（2010年12月ま

で）。左派の大統領という表現はあまりに大雑把なくくりであるが、少なくともルーラが政治

家になる前に労働組合委員長であったこと、所属政党である労働者党の政策綱領などからルー

ラを「左派系の大統領」と呼ぶことが多い。ブラジルのみならず中南米では、21世紀に入っ

たころから、各国でいわゆる左派政権が続々と誕生している。もっとも反米・反グローバリズ

ムを掲げる強硬派から中道左派まであり、一口に中南米の左派政権とはいえない状況であるこ

とも確かである。

当初ルーラが大統領選を制した際、とくに先進諸国の銀行や国際金融機関から不安視する声

が数多く聞かれた。選挙活動を展開する中でルーラはしばしば左派的な言動（例「国民を犠牲

にしてまで対外債務返済は行わない」）を繰り返していたからである。しかしながら実際大統

領に就任してからは、経済政策は基本的にカルドーゾ路線を継承した。すなわち経済安定化と

インフレ抑制（①IMFとの関係維持、②変動相場制の継続、③先進国政府や銀行団との契約

順守、④緊縮財政）という現実主義的スタンスであった。先に述べたバルボーザ教授の言葉を

借りれば、カルドーゾ時代に始まったブラジルの開放経済モデルへの移行を「継続」するとい

うものであった。

ルーラとカルドーゾはともにブラジルの民主化運動に携わっていた。しかしながら長い間意

見の違いから顔を合わせることはなかったという。久しぶりに2人が会話を交わしたのは、カ

ルドーゾがルーラを含む大統領候補者らを呼び、経済政策について議論を行ったときである。

この時のルーラはカルドーゾに対して依然として批判的であった。しかしながらカルドーゾに
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ブラジル経済が置かれている状況や、国家リーダーとして今何をすべきかを説得され、徐々に

ルーラの態度が変わっていったのである。カルドーゾがルーラに強い口調で「強硬な政策をと

っている時期ではない」と諭した時、ルーラは黙ってカルドーゾの話を聞いていたという。

自叙伝ともいうべきカルドーゾの著書The Accidental President of Brazilの中に描かれた大

統領就任式（2003年1月）のカルドーゾとルーラのやり取りは印象的であった。前任者カルド

ーゾがルーラ新大統領にサッシュ（たすき）を渡すときに、カルドーゾの眼鏡がサッシュに引

っ掛かり、床に眼鏡が落ちてしまった。その眼鏡をルーラが拾い上げ、カルドーゾに渡したの

である。ごく自然な光景であるが、以前の2人の関係や、ルーラのこれまでの歩みを思うと、

何か心に感じるものがある。筆者はもう一つ印象に残ったエピソードがある。8年間の職務を

終え大統領官邸を去ろうとするカルドーゾと夫人ルッチをルーラはエレベーター・ホールまで

見送り、そこでルーラはカルドーゾに対して名残を惜しむかのように「あなたはここを去るの

ですね」と言葉をかけたという。おそらくこの時のルーラにはすでに、カルドーゾに対するわ

だかまりはなかったのではなかろうか。

ルーラというリーダーがブラジルに登場したことの意味も忘れてはいけないが、それ以上に

ブラジルでカルドーゾ→ルーラという順番で2人のリーダーがでてきたことを注目すべきであ

ろう。まずカルドーゾという社会学者がブラジルの問題を歴史的理論的に分析し、政策を行っ

た。ある程度その政策が成果を生んだところで、カリスマのある、そして弁の立つ（＝組合の

委員長であったゆえに、議論や演説にたけている）ルーラが大統領となったことはブラジル社

会にとって非常に意味のあることではないだろうか。ブラジル社会で始まった変化が、カルド

ーゾの8年間、そしてルーラの8年間（2010年まで）を経て現実になったのである。

冒頭に紹介したインタビュー記事でアモリン外相も述べていた所得格差がブラジルで改善さ

れつつある。経済雑誌『ベージャ』（Veja）（2008年4月2日号）によると、ブラジルの所得分

布（所得が高い順にAからEの5段階に分類）で中間レベルのCクラスが2002年から2006年

の間に28％増加し、現在全人口の約46％を占めるようになったとしている。比較的安定的な

経済状況とルーラ政権が就任当初から行っている貧困層に対する現金支給プログラム（ボル

サ・ファミリア）などが所得格差の縮小に貢献しているといえよう。ルーラ政権の政治につい

ては決して順風満帆とはいえないが（与党議員や内閣メンバーの汚職など）、それでも大きな

政治混乱もなく、2010年には大統領選挙が予定されている。候補者について絞り込むのは時

期尚早ではあるが、ルーラと同じ政党からの候補者が現在のところ注目を集めている。カルド

ーゾ、ルーラが作った政治・経済・社会のトライアングルな関係は現在ブラジルに定着しつつ

あり、今後大きく変わることは今のところ考えにくい。
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第2節　ルーラ政権の外交政策－カルドーゾ政権との比較的視点から

1．カルドーゾの記録を抜いたルーラ

2009年 4月22日、ルーラがアルゼンチンを訪問したという記事がブラジルの日刊紙『フォ

ーリャデサンパウロ』（Folha de São Paulo）に掲載された。タイトルは「ルーラの海外滞在

日数、カルドーゾの記録を超える」というもので、訪問の内容よりも今回のアルゼンチン滞在

によって、海外滞在日数が348日になり、これで前任者カルドーゾの記録（347日）を抜くと

いうものであった。フォーリャデサンパウロ紙が大統領府から入手したデータをもとにルーラ

外交にまつわるさまざまな数字をまとめたものであるが、ルーラ外交を理解するヒントがいく

つか得ることができる。

図表5は報道内容を簡単にまとめてみたものである。これからわかることは、まずルーラは

カルドーゾ以上に外交に「忙しい」ということである。カルドーゾも外交に力を入れていたと

いうことで、半ば皮肉で「行商人」（ポルトガル語でcaixeiro-viajante）と呼ばれていたが、ル

ーラがカルドーゾの記録を抜いたことでこのあだ名もルーラに移ることになりそうだ。歴代政

権と比較してもルーラの外国滞在日数は多い。それぞれ在職期間が異なるので一概には比較で

きないが、一番環境が似ているカルドーゾ（2期8年間）、また1期5年間の任期であったサル

ネイと比較すると、ルーラは外交により力を注いでいることが分かる。訪問回数についても同

様である（ルーラは183回）。

続いて目を引くのはカルドーゾとルーラの訪問国（訪問先）である。カルドーゾは訪問した

国のおよそ半分が米国や欧州であったのに対して、ルーラは米国や欧州といった先進国は全体

の37％（滞在日数ベース）に留まっている。一方でルーラのアフリカ訪問国数は明らかにカ

ルドーゾのそれを上回る。カルドーゾが8年間かけて回った国が4カ国であるのに対して、ル

ーラは現在在職年数6年5カ月ですでに19カ国を訪問している。フォーリャの記事では触れら

れていないが、ルーラは中東諸国にも足を伸ばしている。ブラジルの国家元首が中東を訪問し

たのは実に史上初めてのことであった（帝政時代［1822年―89年］の1876年にドン・ペドロ

2世が私的な旅行を行っているのを除けば）。当然のことながらカルドーゾは中東地域には行

っていない。

訪問先としてもう一つ注目すべきは南米である。滞在日数120日はルーラが海外で過ごした

日程のおよそ3割である。南米はルーラ政権の外交政策の中で重要な位置を占めており、それ

を立証する数字であろう。カルドーゾとの関連でいえば、南米はカルドーゾも重視していた外

交の場であった。1995年にスタートしたメルコスル（南米南部共同市場）はカルドーゾ政権

にとって重要な南米外交の場であった。2000年に初めて開かれた南米12カ国首脳による「南

米サミット」を主催したのはブラジルであった。もちろん当時の大統領はカルドーゾである。

このときにカルドーゾが南米の団結、すなわち南米共同体構想を初めて提案したのである。当
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時のカルドーゾの演説から一部を引用すれば、「われわれは南米地域を念頭においた開発戦略

というものを作り上げることに敢えて挑戦すべきである。進むべき未来は互いに隣接する国家

の未来に深く関わっているのである」［子安 2001 21－22ページ］。

南米とアフリカ重視のルーラの外交政策であるが、実は訪問回数として米国も少なくない。

記事でも「ペティスタ（であるルーラ）は2003年の就任以来、すでに（下線は筆者）10回も

米国を訪問している」と書かれている。ペティスタとはブラジルで労働者党員を指す。労働者

党はポルトガル語でPartido dos Trabalhadoresといい、頭文字をとりPT（ペーテー）と呼ぶ。

そこからpetista（ペティスタ）という言葉が生まれ、記事ではいわゆる左派政党であるペテ

ィスタが米国を訪問しているというニュアンスで述べられている。ただしこの10回には、ニ

ューヨークで開かれる国連総会出席のための訪米も回数に含まれ、実際、首脳会談のために訪

れたのは、2003年6月、2007年3月31日、2009年3月14日～16日である。ちなみに2009年5

月現在、オバマ政権が受け入れた外国首脳は日本の麻生首相、英国のブラウン首相、そしてブ

ラジルのルーラの3人である。反対にブッシュ大統領のブラジル訪問は2005年11月、2007年

3月9日となっている。オバマ大統領は2009年5月現在まだブラジルを訪問していない。

2．ルーラの外交政策を見る視点－対外関係の多様化と多国間交渉重視の外交戦略

ブラジル外務省のホームページではルーラ大統領やアモリン外相の渡航記録、出席した国際

会議、その際に行われた演説などを検索することができる。上記フォーリャデサンパウロ新聞

がまとめた「348日」の中身をもう少し詳しく調べるために、筆者自身でルーラ大統領の外交

記録を年表にした（図表6）。ちなみに2007年まではブラジル人外交官でブラジル外交に関す

る論文を多数発表しているアルメイダ（Paulo Roberto de Almeida）のまとめた年表をあわせ

て参考にした。2003年 1月から2009年 5月までにルーラが訪問した国、参加した会議を一覧

すると、ルーラが広く世界を訪問していることが分かる。やはりルーラの外交政策の特徴は

「対外関係の多様化」と「多国間交渉の重視」ということがいえるだろう。この点について筆

者なりに以下のようにまとめてみた。

（1）南米から中南米へ、中南米と欧州の関係強化

南米やメルコスル諸国との関係が強いことは、訪問回数からも明らかである。カルドーゾ時

代の 1998 年から交渉を続けてきたメルコスルとアンデス共同体（CAN）の自由貿易協定

（FTA）合意は2003年末に締結し、貿易面での南米統合の準備は整った。その間南米はエネル

ギーやインフラ面でも統合に向けて動いた。たとえば2000年の南米サミットで発表された南

米12カ国によるエネルギー・交通・通信網の統合計画（南米地域インフラ計画IIRSA）であ

る。

ルーラ政権のもとで南米統合の動きは活発化した。2004 年 12 月の第 3 回南米サミットで
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「南米共同体」が創設され、2005年 9月には第1回南米共同体首脳会合がブラジリアで開催さ

れた。2006年 12月に第2回目の首脳会合が開かれ、南米統合深化のための行動戦略計画が採

択されている。そして2007年 4月の南米エネルギーサミットがベネズエラで開催され、この

際に南米諸国連合（UNASUL）という名称にかわることになった。ついに2008年 5月にブラ

ジリアで開催された南米諸国連合臨時首脳会合で「南米諸国連合設立条約」が採択された。カ

ルドーゾから始まった南米統合の取組はここで一段落したといえよう。同条約南米諸国連合は

今後、事務局、南米議会を作ること、また年一度の首脳会合、外相会合を開催することなどが

決まっている。ルーラにとっても南米統合は就任当初から主張し続けた大きな目標であり、

「南米は今後世界の広いパワーゲームを動かすだろう」とその存在をアピールしている。

南米統合を完成させる一方で、ルーラ政権2期目で始まったのは、中南米・カリブ海諸国全

体でまとまろうという動きである。2008年12月に開かれた「ラテンアメリカ・カリブ海統合

と開発サミット」（バイアで開催）は米国も欧州も含めない、中南米だけの会議であった。南

米の結束の段階から1つ外にブラジル外交が広がろうとしているように見える。こうした政治

的な動きを支えているのは貿易関係である。現在ブラジルの中南米諸国に対する輸出は対米輸

出の2倍の規模になっている。

さらに中南米と米国以外の地域との関係を深めようとする動きとして、欧州との接近があ

る。「欧州・ラテンアメリカサミット」は 1999 年に第 1 回がスタートし、その後回を重ね、

2008年5月の第5回開催まで進んでいる。欧州とのつながりにおいては、ブラジル・欧州サミ

ットもすでに2度開催されている。

（2）アフリカ地域を中心とする南南協力

発展途上国や南の国々に対する協力（南南協力）はルーラの外交政策の大きな柱の一つであ

る。中でもルーラ政権の対アフリカ関係は極めて強い。実際ルーラは大統領に就任してから毎

年アフリカ地域に足を運んでおり、これはほかの地域（南米を除き）には見られない積極性で

ある。訪問先についても、ブラジルと同じくポルトガルの旧植民地であるアンゴラ、モザンビ

ーク、サントメ・プリンシペ、ギニアビサウ、カーボヴェルデにとどまらず、ナイジェリアや

ガーナ、ガボンやセネガルなど広がっている。後述するように、南アフリカ共和国とは二国間

関係に留まらず、インドとともに「インド・ブラジル・南アフリカ共和国（IBSA）フォーラ

ム」（インド、ブラジル、南アフリカ共和国の英語の頭文字をとってIBSA、ポルトガル語表記

ではIBAS）を2006年に立ち上げ、アフリカ諸国に対する経済協力や技術支援、またエイズ対

策など保健衛生面における協力をこのIBSAを通じて行っている。

アフリカ地域を一つの国と考えると、ブラジルにとって米国、中国、アルゼンチンに次ぐ第

4番目の貿易相手である。2006年 11月には初のアフリカ・南米諸国首脳会議がナイジェリア

で開催されるなど、経済・技術協力、貿易などの分野でブラジル（さらには南米）とアフリカ
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地域の関係は強まっている。しかしながら現在のアフリカ関係で注目すべきはエタノールであ

る。ブラジルの経済紙『ガゼッタ・メルカンチル』によると、アフリカ10カ国で29のエタノ

ール関連のプロジェクトが稼働中である（Gazeta Mercantil, 2009年4月3日）。市場の大きさ、

気候、労働力などの面からアフリカでのエタノール生産はブラジルの戦略にとって理想とする

場である。しかしながら、エタノール分野においてアフリカとの関係を強化することは、エタ

ノール生産・輸出に関する技術や資金提供という意味での南南協力である。アフリカ外交につ

いてはアモリン外相がある時「真の対アフリカ政策を行いたいというブラジルの切なる希望を

ルーラは実現した」と語ったことがある。外交政策としてのエタノールはアフリカ外交の重要

なツールになっているのである。

（3）IBSAフォーラム、貿易版G20、金融版G20－増える多国間交渉の場裡

カルドーゾ外交の場合、二国間外交から多国間外交が活発になった点が1つの大きな特徴で

あった。ルーラも同じ路線を歩んでいるといえるが、国際関係が多極化するなかで、外交軸は

さらに増えているのが現実である（もっとも国際関係の多極化傾向自身をブラジルなど新興国

が作っているのであるが）。すでに述べた欧州と中南米の関係の強化などもそのひとつである。

カルドーゾ時代（あるいはそれ以前から）存在するリオグループ会議、ポルトガル語圏共同体

（CPLP）会議、イベロアメリカサミットなどに加え、ルーラ政権でスタートした多国間協議

の場で注目すべきはIBSAフォーラムである。2003年6月にフランス・エビアンで開かれたG8

サミットの拡大対話（アウトリーチ）に招待されたブラジル、インド、南アフリカ共和国の間

で結成されたグループである。3つの異なる大陸（アメリカ大陸、アジア大陸、アフリカ大陸）

の民主主義国家が集まり、さまざまな問題を議論し、世界にむけて意見を発信していくという

ものである。2006年以降IBSAサミットとして開催されている。3カ国間の経済関係の強化が

進む一方で、アフリカに対する経済協力を IBSA3 カ国で通して行うこともあるなど、ブラジ

ルにとってはBRICs4カ国の関係とともに新しい外交軸である。

貿易版G20（ポルトガル語でG20 comercial）と金融版G20（ポルトガル語でG20 financeiro）

という表現がブラジルの新聞記事では使われるが、前者はいわゆる2003年 9月にメキシコ・

カンクンで開催された第5回WTO閣僚会議の前に、ブラジルを中心に発展途上国や農業国20

カ国で発足させたグループを指す言葉である。WTO の新しい多角的通商交渉の立ち上げは

2001 年 11 月、カタールのドーハで決まった。いわゆるドーハ・ラウンドのスタートである。

カンクン閣僚会議前に結成された貿易版 G20 は、同会議で先進国の農業補助金などを巡り米

国や欧州と意見が対立し、結果的にカンクン会議は閣僚宣言を採択できずに終了した。その後

も協議は難航し、結果的にドーハ・ラウンドがスタートして7年目となる2008年7月、ジュネ

ーブでの閣僚会合が決裂し現在に至っている。カンクン会議を初め、一連の閣僚会合が幾度も

暗礁に乗り上げた背景には、先進国と途上国の要求がかみ合わないことがある。貿易版 G20
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のブラジルは、補助金や市場開放など世界貿易のルールが途上国や貧困国にとって不利である

との立場から先進国に対してより公平な貿易ルールを常に要求しているが、その一方でWTO

交渉を通して貿易自由化を進めるという姿勢を終始持っている。WTO交渉の再開はブラジル

にとっても重要である。

この貿易版G20に対して2008 年後半から言われるようになったのが、金融版G20 である。

ブラジルは2008年11月8日・9日にサンパウロで開かれた20カ国財務省・中央銀行総裁会議

で議長国を務め、その翌週にワシントンで開催された金融サミット（20カ国首脳会議）にお

いて、米国を中心に先進国で広がる金融危機に対して厳しい姿勢で臨んだ。2つのG20は多国

間交渉である点では共通性があるが、貿易版G20が途上国中心である一方、金融版G20は先

進国と新興国で構成されている点で違いがある。その両方においてブラジルが大きな存在感を

持ち始めた点が注目すべきといえよう。

（4）対米関係の見直し

米国との関係は、1期目（2003年～2006年）よりも2期目（2006年～2010年）の現在のほ

うが活発である。各年の大統領教書（の外交政策の部分）をみると、2005年版には米国との2

国間関係に関する記述はまったくないなど、むしろ両国の関係は遠ざかっていた。その一方で

「途上国」という言葉が多数使われ、国連安全保障理事会の決定に発展途上国がより積極的に

参加すること、国連貿易開発会議（UNCTAD）や貿易版G20を通して南の国々が結束してい

くこと、などブラジルが途上国、南側の国々の一員であることが強調されていた。ところが、

2007年版では「外交パートナーを多様化し、途上国との距離を縮め、同時にまた先進国との

伝統的なつながりを維持する」と述べられるなど、2期目に入って大統領教書の論調に変化が

みられている。2005年版や2006年版の大統領教書では、農業補助金問題について米国や欧州

連合（EU）を名指しで言及していたこととは対照的である（ちなみに農業補助金問題につい

ては2007年版では「先進諸国の保護主義」という控えめな表現に留まっている）。

1期目でルーラが対米関係よりもアフリカなど途上国の関係を強化した理由は、経済政策で

カルドーゾの路線（オーソドックスな経済安定策や緊縮財政路線）を踏襲したことで、国内

（特にルーラの所属政党である労働者党）からの批判が大きく、それらを鎮めるために、外交

戦略では途上国重視の路線をとったといわれている。この点についてはアマラル（Sergio

Amaral）前貿易開発相が、2007年9月28日に米国ブルッキングス研究所とウッドロー・ウィ

ルソン研究所の共催で開催されたブラジルの外交政策に関するセミナー New Direction in

Brazilian Foreign Relationsにおいて同様の指摘を行っている。対外政策においてはよりナシ

ョナリスティックで、イデオロギー的な面を強調したということである。

しかしながら1期目のルーラ外交に対して、ビジネス界は不満や懸念をもっていたという。

とくに、過剰な途上国外交でブラジルの利益が損なわれたと見るエネルギー産業などからの批
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判や圧力は相当大きく、ルーラ政権は2期目以降、こうした外交政策に対する国内世論に応え

るために、より現実主義的な路線を採るようになったと考えられる。すなわち第3節で述べる

ように、対米関係を見直し、エネルギー（とくにエタノール）を核とする外交戦略を進めてい

くというものである。ブラジルが次第にBRICsの一員として国際社会の中でプレゼンスを高

めてきたこと、重要な市場である米国（エタノールに関しては、2006年と2007年の輸出先の

第1位）と無用な対立を起こすよりも、協力関係を構築すべきという判断が働いたといえよう。

しかしながら対米関係の見直しが本格化するのはやはり今後である。2007年3月にブッシュと

ルーラが相互に訪問を行ったが、話し合いの中心はエネルギー（エタノール）面での協力であ

った。エネルギーを含め広い意味で米国との関係が変わっていくのは、オバマ登場後の今であ

る。

（5）中国、中東－「戦略的パートナーシップ」の構築

2009年 5月15日から11日間の日程でルーラはサウジアラビア、中国、トルコを訪問した。

中国と中東地域もまたルーラが1期目以降外交を積極的に展開している地域である。中国につ

いては今回が3回目の訪問となり、2004年の1回目の訪問同様に、政府と企業関係者による大

型ミッションでの中国訪問となった（もっともミッションの規模は1回目のほうが大きかった

模様）。中東地域については、ルーラが大統領に就任した2003年の11月に5カ国（シリア、レ

バノン、アラブ首長国連邦、エジプト、リビア）を訪問したのに続き、今回、ブラジル大統領

として初めてサウジアラビアを訪問した。中国と中東、そしてトルコを訪問するにあたってル

ーラはこれらの国を「戦略的パートナー」と位置づけ、石油やエタノールなどのエネルギー分

野を中心に今後通商・投資関係を拡大する強い意志を表した。

ルーラは今回これら3カ国を訪問する目的として、「世界金融危機の中で、比較的その影響

を受けていない国々との通商関係を深化・拡大するため」と述べたが、中国や中東との関係を

今後も外交軸として固めていく背景には、従来通りの「グローバルな外交政策」を進めようと

する考え方がある。対米関係の見直しを行う一方で、外交関係を多角化し、政治的にも経済的

にもブラジルの戦略的パートナーシップのネットワークを作ろうとしているのではなかろう

か。中国はブラジルにとって今や米国を抜く最大の貿易相手国となった（『日本経済新聞』

2009 年 5 月 20 日）。アモリン外相の言葉を借りるならば、中国経済はブラジル経済にとって

「ライバルであるとともにチャンス」でもある。それは外交戦略においても同じである。中国

とのパートナーシップの構築は、金融版G20やBRICsなど多国間交渉を重視するブラジルに

とって、また多国間交渉の枠組そのものにどういった影響を持つのかが注目される点である。

中東諸国については、中国に比べれば今後関係の拡大が期待される地域である。しかしながら

すでに2005年と2009年に南米・アラブサミットが開催されるなど、ブラジルを含め南米と中

東諸国の関係作りはすでに始まっている。
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ルーラ外交に関する研究にはカルドーゾ外交との比較をしたものが多い。その際、カルドー

ゾの外交戦略を理解するキーワードとして「参加」を、ルーラについては「多様化」と説明さ

れることがある。確かにカルドーゾ以前のブラジルは積極的に国際政治経済問題に関わってこ

なかった。1980年代までのブラジルの経済開発モデルが内向きの輸入代替工業化戦略であっ

たこととも関係する。ブラジルが経済戦略においても外向きの国際化を始めるのは90年代以

降のコロル、イタマル・フランコ政権であり、本格的になるのはカルドーゾ政権の時代である。

この点については外交政策においても同様であった。1990年代以降、とくにカルドーゾ政

権になると、これまでとは反対に、「目立つこと」、すなわち外交に参加することがブラジル

にとって有効であるというスタンスが表れ始めた。それは先に述べた国内の「トライアングル」

がブラジル外交の積極性を後押ししたこともあるが、国際情勢の変化すなわちグローバル化す

る世界の中でブラジルをどう位置づけるべきか、カルドーゾ大統領の判断があったといえよ

う。グローバリゼーションとともにブラジルが生きていくという考え方はもちろんルーラ政権

も同様である。

ブラジル外交の理念について、駐ブラジル・米国大使であったゴードン（Lincoln Gordon）

は「すべての政権を通して偉大さ（greatness, ポルトガル語でgrandeza）はブラジル外交政

策形成に常にある特徴」と述べている。たとえ低姿勢な外交といわれた時代においてもブラジ

ルの大国志向は存在していたということであろう。カルドーゾ自身もブラジルが経済力や国土

面積、人口など国家規模に見合った役割を国際社会で果たすことはごく自然なこととしてい

る。軍事的な覇権ではなく、リーダーシップをもつことは格別追求することではなく、ある意

味で当然の責任であるという考え方である。この実現に向けて、カルドーゾそしてルーラ大統

領がとった選択は大統領が率先して、積極的に外交を行っていくというスタイルである。

「大統領外交」という言葉は、そもそもはカルドーゾ外交を象徴する言葉であった。ルーラ

にこそ記録は破られたが、歴代大統領と比較して、大統領が率先して外交を行ったという印象

は当時から強かった。世界的に著名な社会学者であるカルドーゾに対する信頼がブラジルに対

する信頼につながり、ブラジルの国際社会におけるプレゼンスが高まったともいえよう。ただ

し外交に積極的であることに対する批判が国内にないわけではない。この点については、先に

述べた「行商人」という皮肉めいた言葉が物語っている。

カルドーゾの積極的な外交展開の中で、従来のブラジル外交と違っていたのは、世界的規模

の問題（グローバルアジェンダ）にブラジルとして意見を述べ、議論をリードするようになっ

たことである。とりわけ多国間交渉の場におけるブラジルのプレゼンスは大きくなった。ブラ

ジル自身が民主化したことで、かつてブラジルがあまり力を入れてこなかった人権や軍縮、核

兵器禁止への取り組みなどの分野にブラジルが顔を出すようになった。また国連外交では、カ

ルドーゾ時代の1998年から99年に非常任理事国に選出された。ブラジルにとって8回目の選

出であった。それ以前にもブラジルは88年から95年までの間に3度選出されているが、興味
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深いことに1968年から88年までの間は一度も選出されていない。軍事政権であったこと、経

済的に不安定な状況であったことから、到底国連で地域の代表を担うような余裕はなかったと

いえよう。また多国間交渉でもうひとつカルドーゾ時代以降活発になっているのが、すでに述

べたように世界貿易機関（WTO）交渉への参加である。2001年のドーハ閣僚会議で決まった

新ラウンドの立ち上げは、カルドーゾ政権にとって大きな成果であった。ブラジル政府が要求

していた3つのポイントについて新ラウンド（つまりドーハ・ラウンド）で話し合われること

が決まったからである。その 3 点とは①先進国の農業補助金の削減もしくは廃止、②感染症

（エイズやマラリアなど）問題において、医薬品の特許権保護に対する制限、③反ダンピング

措置など既存のWTOルールの見直し、であった。

1980年代から90年代前半、すなわちカルドーゾが登場する以前の時期はどちらかといえば、

国内の問題（民主化問題や、経済問題）に政府が追われる一方で、あまり外交には力が注がれ

なかった。先に述べた内向きの経済であったことも関係するであろう。しかしながら1980年

代以前（とくに軍事政権時代と重なる 1960年代から70年代）は現在とは違う意味において、

ブラジルの外交政策において特徴のある時代であった。ブラジル外交の研究者はその特徴を5

つの点にまとめているが、その中でカルドーゾ、ルーラとの比較でいうと、当時は「交渉にお

いては主導権をとるにあたって慎重を期する」、「多国間交渉よりは二国間交渉を重視する」

［堀坂　278ページ］というものが注目される。こうした伝統的なブラジル外交のスタンスが

カルドーゾで変化し、ルーラにも継承されたのである。すなわち「交渉においては主導権をと

る」ようになり、また「二国間交渉よりも多国間交渉を重視する」ようになったのである。
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第3節　世界を視野に入れたエタノール戦略－外交政策としての分析

1．ブラジルのエタノール生産と輸出

生産量で米国に次ぐ第2位のブラジル産エタノールは、輸出量に関しては、ブラジルが米国

をしのぎ世界全体の約4割を占めている。輸出先の上位5カ国の中に、米国、オランダ、日本、

ジャマイカ、エルサルバドルと先進国、途上国両方が入っていること、アジア地域、米州地域、

そして欧州地域に広がっていることから、ブラジルのエタノールは世界に広く供給されている

といえよう（図表7）。

図表8は2005年から2007年のエタノール輸出先上位10カ国の輸出量と比率をまとめたもの

である。年によって順位に入れ替わりがあるが、トリニダード・トバゴとナイジェリア以外の

8カ国はこの3年間ずっと上位10カ国入りをしていること、そのトリニダード・トバゴとナイ

ジェリアについても、10位以内に入っていない年（前者は2005年、後者は2006年）も、それ

ぞれ12位であり、総じて安定したブラジル産エタノールの輸出先となっていることがわかる。

世界各地にブラジル産エタノールが輸出されている背景には、原油価格高騰（2009年時点

では若干解消されているが）の中で、再生可能で環境に優しいエネルギー資源エタノールの需

要が高まっていることがある。しかしながら、同時にまたルーラ政権とその外交戦略の存在を

見逃すことはできない。政府として積極的にエタノールを世界に広めていこうとする戦略であ

る。ルーラ政権の大統領府対外政策補佐官のガルシア（Marco Aurélio Garcia）が、ブラジル

が石油自給可能となった今日でもエタノールを重視する理由について、以下に「4つの挑戦」

を挙げている（Marco Aurélio Garcia, “A opção brasileira,” O Globo, 2007年4月13日）。すな

わち①エネルギー不足問題、②失業と所得格差、③地球温暖化、④バイオエタノール化学産業

の育成、である。2006年6月にブラジル外務省の組織の中に「エネルギー部」が誕生したこと

も、エネルギー重視の外交戦略という方向性が明らかになった象徴といえよう。

2．アフリカ外交とエタノール

ブラジルのエタノールは現在、ルーラ政権のもとで世界各地に輸出されている。大統領自ら

が経済ミッションとともに各国を訪問し、エタノールの「普及」に努めているといっても過言

ではない。とりわけ、アフリカ地域や中米・カリブ海諸国などでは、現地でのエタノール生産

を進めるための技術協力を積極的に行っている。

エタノールには常に食糧かエネルギーか、さらには石油に代わる代替エネルギーとしての可

能性に関する議論が必要である。環境面・経済面からの考察を完全に排除することは無論でき

ないが、外交政策としてブラジルのエタノールを見る場合、ルーラ外交のひとつの形がみえて

くる。つまりアフリカなど途上国に対する協力関係である。ルーラはこれまで述べたように、

就任の年から毎年アフリカ諸国を訪問しており、とりわけ2007年や2008年の訪問はエタノー
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ルがらみの外交であった。2008年10月にはアフリカにおいてエタノール生産を促進させる目

的で、ブルキナファソ、コンゴ、アンゴラの3カ国を訪問した。その半年前の4月にはガーナ

を訪れ、ブラジル農牧公社（EMBRAPA）の事務所の落成式に参加したが、その際行ったスピ

ーチで、ブラジル国内のエタノール生産がブラジルの貧困問題の解消（雇用創出を通して）に

大きく貢献していることを強調し、同じことがアフリカでも実現されると述べたのである。

もちろんアフリカ以外にもルーラはエタノール外交を展開している。政権2期目がスタート

した2007年にルーラがエタノール関連で外遊した主な国は、米国（3月）、パラグアイ（5月）、

インド（6月）、メキシコ、中米・カリブ諸国（8月）、北欧諸国（9月）、アフリカ諸国（10月）

であった。メキシコ、中米・カリブ諸国訪問では、パナマでエタノール生産の拡大に向けた覚

書の調印を行い、ジャマイカに対しては高品質の砂糖きびの品種を援助することを約束した他

に、エタノールプラント（Broilers Group）の落成式にも参列している。

「訪問中はいつでもエタノールについて話す」（“Lula on Tour,” Latin American Weekly

Report, August 16, 2007）というルーラだが、世界にエタノールを広める意義は、地球温暖化

の防止と貧困問題の解消にある。図表9はルーラのエタノール資源戦略を試論的に表したもの

である。30年近くエタノール生産の実績があることを強調するとともに、米国を重要なパー

トナーの一人として、ともにエタノールのグローバル・マーケット（＝エタノール生産可能な

国を増やすこと）を進めるとしている。その目的はエタノールの安定供給ならびに生産国にお

ける雇用創出である。

2007 年 3 月にブッシュ米大統領がブラジルを訪問した際に「バイオ燃料に関する覚書

（Memorandum of Understanding between the US and Brazil to advance cooperation on biofuels）」

が調印された。覚書の主な内容は、（1）米国・ブラジル2国間の研究開発、（2）第3国における

エタノール生産に必要なフィージビリティ・スタディと技術支援、（3）グローバルなエタノー

ル市場の形成、を通してブラジルと米国が協力するということであった。とくに覚書の（2）は、

中米およびカリブ海地域の国々を前提としたものである。その後ドミニカ共和国、エルサルバ

ドル、ハイチ、そしてセントクリストファー・ネーヴィスが技術協力の供与対象国第 1 号の

国々となった。米国とブラジルが協力する意味については、以下のルーラの言葉にも表れてい

る。すなわち「エタノール市場が保護主義から開放され自由な貿易を享受できた場合、未来燃

料であるエタノールが持続可能な発展のためのインセンティブとして機能し、発展途上国や貧

困の国々に恩恵をもたらすことができる」（2007年3月のブッシュのブラジル訪問の際のルーラ

の演説）。

3．エタノールのグローバル・マーケットに向けた取組

ルーラは2006年 7 月に Wall Street Journalのインタビュー（記事のタイトルは“Fuel for

Thought”）において、ブラジルがエタノール生産において覇権的な地位を望んではいないこ
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と、できる限り多くの国でエタノール生産を可能にすることが重要であると明言した。エタノ

ール（およびその生産技術）をブラジル国内で囲い込むこともなく、エタノール生産に必要な

ノウハウについては積極的に技術移転していくというものである。先に引用したガルシアもエ

タノールは石油に代わるものではなく、石油と補完性のあるエネルギーと述べている。その上

でエタノールの安定供給、また先進国、途上国問わずにエタノール開発に関する技術を提供す

ることで、とりわけ発展途上国からはブラジル国内での経験が発展モデルとして捉えられる。

実際アジアやアフリカ、中南米からエタノール分野における協力を求める国は多く、先に述べ

た外務省の改革（エネルギー部）もこうした要請にこたえるためであったという。

グローバルなエタノール市場を目指す第一歩として、2007年3月に、中国、インド、南アフ

リカ共和国、米国、EU諸国によって「国際バイオ燃料フォーラム」（IBF）が設立され。同年

7月にスイスで発表されたIBFに関する宣言には、エタノールを食糧や鉱物資源と同じく、商

品としてマーケットで売買されるために、統一の基準を設けていく、ということが述べられて

いる。なおIBFは2008年11月には第1回の国際バイオ燃料会議をブラジルで開催している。

かつてブラジル大統領ジェトゥリオ・ヴァルガスは「石油はわれわれのものである」と訴え、

1953年にペトロブラス（ブラジル国営石油会社）が誕生した。エタノールそのものだけでな

く、生産開発に関わる技術やノウハウをもったブラジルが、それらを世界に提供しつつ、エタ

ノールに関する国際的な枠組作りを先導し、ブラジル自身の実利も得る、こうした資源保有国

の行動スタイルは、従来の資源ナショナリズムの中で新しい戦略となるかもしれない。
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おわりに

2009年3月16日、ウォールストリートジャーナル（Wall Street Journal）とバロール・エコ

ノミコ（Valor Econômico）共催のシンポジウムが米国ニューヨークで開催された。シンポジ

ウムのタイトルは「ブラジル―新しい経済の中のグローバル・パートナー」（Brazil: Global

partnership in a New Economy）で、ブラジル政府からはルーラ大統領やアモリン外相を初め、

経済関連の閣僚らが出席した。その際アモリン外相が講演の中で、「ルーラの外交政策は今や

グローバル化した」という表現を用いているのが印象的であった。アモリン外相のいわんとす

ることは、外交関係（つまり経済や貿易面での関係）がグローバル化しているがゆえに、ブラ

ジルは米国発の世界金融危機の影響をあまり受けずに済んでいるというのである。こう述べた

後でアモリンはいかにブラジルの対外関係が多様化しているかについて講演を行った。

実際のところ、今回の金融危機がブラジル経済に具体的にどういった影響を与えたかについ

て本章では詳しい考察はできない。あくまで外交政策の面から今回の金融危機を見るならば、

ブラジルはこの金融危機をうまく利用できているといえよう。2008年11月のワシントン、そ

して2009年4月のロンドンで開催された金融版G20サミットで、金融安定化に向けて世界が一

致団結して取り組む必要性をルーラは訴えている。金融版G20が今後先進8カ国首脳会議（G8）

に代わる国際関係の新たな枠組になるかどうかはわからない。ただ金融版G20はブラジルにと

って、貿易版G20とはまた異なる多国間交渉の場である。金融版G20は先進国から新興国まで

が一堂に会する、本当の意味での多国間外交の場である。現在はあくまで金融面のグループで

あるが、今後G20がより普遍的で多様なグローバルアジェンダを協議する場になった場合、ブ

ラジルはまさにグローバル・プレヤーとしての本領を発揮できるのではないだろうか。

ルーラ大統領の任期はあと1年7カ月である。ブラジル外交は今後も南米、アフリカなど途

上国を重視していくとみて間違いないであろう。南米については、ベネズエラやボリビアなど

強硬な左派政権といかにまとまっていくかがブラジルにとって頭を悩ませるところであろう。

南米統合の裏側で南米内の対立的側面も決して無視できない。さらにそうした南米政権と米国

の関係を考えるときに、ブラジルはどんな役割であるのだろうか。しばしばブラジルは米国と

ベネズエラやキューバの間の「仲介役」とみられているが、外交政策でアモリン外相とともに

ルーラ大統領を支えるマルコ・アルレリオ・ガルシアは、ブラジルは中南米（もしくは南米）

の代表として米国と話をしているわけではないと明言する。南米の一員であるが、自分からは

リーダーとは呼ばないという考え方である。これとは別に、米国オバマ政権とブラジルの関係

は今後どういう方向で進んでいくかが注目される。中でも米国とブラジルが協力してアフリカ

や中米、カリブ海諸国に対する外交政策を行うことは、ブッシュ＝ルーラ時代にはなかった点

である。アフリカにおける米国・ブラジル協力関係が期待される。「覇権を目指さないグロー

バル・プレヤー」―ルーラ外交をこの言葉でまとめて本章をしめくくりたい。
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（図表1）生産量で世界第1位から第2位を占めるブラジルの資源

（出所）Almanaque Abril 2008, pp.96-97などから筆者が作成。
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（図表2）民主政権（とくにサルネイ、コロル政権）の課題とパフォーマンス

（出所）堀坂浩太郎「ブラジルの文民政権における政治不安の構造」（遅野井茂雄編『冷戦後ラテンアメリカ
の再編成』アジア経済研究所、1993年）の246－264ページを参考にまとめたもの。

（図表3）サルネイ、コロル、イタマル・フランコ政権の経済指標

（出所）堀坂浩太郎編『ブラジル新時代―変革の軌跡と労働者党政権の挑戦』（勁草書房、2004年）の巻
末資料より筆者作成。○ヘ＝ヘテロドックスな経済政策、○オ＝オーソドックスな経済政策。
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（図表4）国家改革に向けたカルドーゾ政権の取組

（出所）各種資料から筆者作成。
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（Mutirão） 



（図表5）ルーラ外交に関する「記録」

（出所）『フォーリャデサンパウロ』（Folha de São Paulo）（2009年4月22日）の記事より筆者作成。
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（図表6）大統領外交の軌跡―ルーラの外国訪問・滞在記録
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（出所）ブラジル外務省の資料をもとに筆者作成。2009年 5月現在までを対象とした。なお外遊目的につ
いての情報が入手できない場合については「訪問」とした。
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（図表7）ブラジル産エタノールの地域別輸出先（キロリットル）

（注）国名のあとの（1）から（5）は上位5カ国。％は割合。
（出所）ブラジル貿易開発省のホームページより筆者作成。
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エルサルバドル（5） 224,397（6.3%） 

米国（1） 866,611（24.5%） 

ジャマイカ（4） 308,968（8.7%） 

日本（3） 364,003（10.3%） 

オランダ（2） 808,557（22.8%） 



（図表8）2005年～ 2007年のブラジル産エタノール輸出先上位10カ国の輸出量

と比率

（出所）ブラジル農務省のホームページより筆者作成。

（図表9）ルーラ政権のエタノール戦略

（出所）筆者作成。
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